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「三田学会雑誌j  84巻特別号一I (1991年 9 月）

多部門モデルにおける短期均衡 *

細 田 衛 士

1 は じ め に

ここ数年のあいだ，多部門経済成長モデルが所得分配構造を取り入れた形で論議されることが多 

くなった。 Franke (1985) や Hosoda (1989) は スラッファーレオンティエフ型のモデルを用いて 

所得分配の問題を論じている。前者は，パシネッティ均衡が得られる条件を多部門モデルを用いて 

論じている。一方，後者はパシネッティ均衡と反パシネッティ均衡との転換の問題を分析しているひ 

また，Salvador! (1980), Bidard and Hosoda (1987), Bidard and Franke (1987a)らは， フ ォ ン ，

ノイマンの経済成長モデルを拡張し， 2 階級経済についてのかなり一般的な結果を導きだしているo
フォン •ノイマンモデルは結合生産を扱っているという点で，スラッファーレオンティエフ的な 

モデルよりも一般的と言えるであろう。しかしながら，ノイマンモデルではすべての財ストックが 

斉一経済成長を満たすような特別な比率に与えられていなければならないというひとっの欠点があ 

る。

確かにこのような仮定は長期の競争経済を扱う場合は許されるであろう。しかし短期均衡を分析 

しようとするとき，この仮定は強すぎるのである。なぜなら短期では投資は変動し，このために資 

本ストックが斉一経済成長を保証するような比率にあることはまれであるからである。

さてそこで本論文の目的であるが，ここでは各資本ストックが任意の量に与えられ，投資が内生 

変数に依存するような多部門経済の短期競争均衡を分析しようと思う。我々はここでフォン•ノイ 

マン - 森嶋モデルではなく，D O SSO -L eontief型のモデルを多少修正した形で用いる。（Dorfmann 
et a l .〔1958〕を参照。）ここでの主要目的は競争均衡存在の充分条件を与えることである。

2 モデルと仮定

2 . 1 我々が分析の対象とするのは，資本家と労働者のいる2 階級経済である。資本家はそれぞれ

* この論文は，横浜市立大学におけるセミナ 一，T C E R ,数理経済学下田コンファレンスにおいて報告 

された。ここに，コメント頂いたすべての参加者に謝意を表するものである。またI. Steedman，大 

山道広，藤本喬夫，金子守，田中宏の各教授より貴重なコメントを頂いた。この方々にも深く感謝し 

たい。尚本研究は，財団法人字術振興野村基金より助成を受けている。



の持つ資本ストックを各生産プロセスに配分し生産を行なう。生産が終わると，彼らは生産物を市

場で売り利潤を得る。利潤とはこの場合資本の用役に対する報酬であると考えられ，この用役価格 

は需給のバランスによって決まると想定する。

一方労働者は労働を資本家に供給し，賃金を得る。賃金もまた労働者にたいする需要と供給のバ 

ランスによって決まるものと考える。

このような分類に従えば，市場は3 つに別れる。すなわち，財市場と資本用役市場と労働市場と 

である。我々は，財の価格，資本用役価格，そして賃金率は各市場で競争的に決まり，財の価値は 

資本レンタル，賃金としてすベて資本と労働に帰属するものと想定する。

2. 2 資本ストックと労働供給は生産期間のはじめに与えられていて，資本家はこれらを用いて生 

産プロセスを稼働させる。生産が終わると，純生産物は資本家には利潤として，労働者には賃金と 

して分配される。簡単化のために，労働者は彼らの所得をすべて消費するものとし，資本家は所得 

のすべてを貯蓄して資本蓄積（投資）に費やすものとする。

つぎの生産期間のはじめには，資本ストックは蓄積の結果増加しているであろう。この新しい資 

本ストックと労働供給をもって再び生産は進行してゆくことになるのである。

( 1 )2. 3 便宜のために後に用いることになる記号をここで説明しておくことにする。

E  ：産出物行列 0 行讲列）

A ：流動資本係数行列（《行;《列）

B  ：固定資本係数行列（《行》1列）

L  : 労働投入べクトル（w 次元行べクトル）

V ：労働供給量（スカラー）

K  ：資本ストックべクトル（《次元列べクトル）

I  ：投資べクトル（《次元列べクトル） 

p : 価格べクトル（《次元行べクトル） 

q :資本用役価格（《次元行べクトル） 

w  :賃金率（スカラー）

x  '■アクティビティ一べクトル（w 次元列べクトル）

ど1 : すべての要素の値が1 であるw次元列べクトル 

R l  ： w次元ュークリ、ソド空間の非負象限 

P n ： w次元価格単体

注 （1 ) ベクトルに関して次の表記法を採用する。®と2/を《次元ベクトルとする。すべての:•について 

Xi = y i ならばx = y, X i^yiならばxSy, x ^ y かつ x牛y ならばxくy とする。 またOSa;, 0 
<x, 0 < x に応じて®を非負，半正，正のべクトルと呼ぶ。



f 番目の要素が1 でその他の要素はすべてゼロであるような《次元行べクトル 

S  ••総貯蓄額（スカラ一）

C ：消費べクトル（《次元列べクトル）

つぎに我々は基本的な仮定について述べ，モデルを展開することにする。

2. 4 生産技術に関して我々はつぎのような仮定をする。w 個の生産プロセスを用いて， w個の財 

が生産されるものとする。この生産技術は，線形の生産技術であり，行 列 （4 ，B,  V ) で表示さ 

れる。ここで4 は流動資本の投入行列，5 は固定資本の投入行列，ムは労働の投入行列である。こ 

れらの投入によって産出物が得られ， この産出物の行列は五で表される。 （4 ，B,  L , 五）は， 

各アクティビティ一水準が1 の場合の投入産出を表していることは言うまでもない。この生産技術 

に関してつぎのような仮定をする。

A 1 五と 4̂ の各行には，少なくともひとつ正の要素があり，d と5 の各列には少なくともひとつ 

正の要素がある。また乙の要素はすべて正である。

A 1 によれば，労働以外のすべての財は生産可能であり，そして流動資本として使うことができる。

また，どのプロセスも流動資本，固定資本，労働を投入することになる。D O S S O モデルは，単一
( 2 )

生産物のみしか許さないが，ここでは結合生産の可能性も排除しないことにする。すべての財が固 

定資本として用いられるという仮定は本質的な仮定ではなく，必要ならば外すことができる。単に 

資本レンタルの次元をへらせばよいのである。 しかしここでは表現を簡単にするために置くことに 

する。

A 2 (再生産可能性）少なくとも非負のべクトルa;が存在して

i E - A ) x > Q
を満たす。

この仮定の意味するところは，ある水準のアクティビティ一を用いれば，必ずすベての財を純再生 

産できるということである。

さてここで競争均衡価格をつぎのように定義しよう。

( 1 )  p E S p A + q B + w L

こ の （1 ) は，つぎのように変形できる。

( 2 )  p C E - A ) ^ g B + w L

注 （2 )  Dorfman, Solow & Samuelson (1958，pp. 2 8 1 -3 00 )を見よ。



上の不等式において， 厳密な不等号が成立したときそのアクティビティ一水準はゼロになる。こ 

の不等式で表される価格形成の状態は， 森嶋の言う「強い意味での競争」（“strong competition”， 
Morishima (1 9 5 8 ))を表していると言える。 超過利潤が存在すれば，この利潤をめぐって資本家が 

争って生産を拡大する結果，結局は超過利潤が消滅するのであり，（2 ) はそのような最終の状態を 

意味しているのである。

2. 5 次に資本レンタルと賃金率の定義域を考えよう。 i 3" に属する力にたいして， p C E - A ) は 

少なくともひとつ正の要素を持っている。もし仮にそうでないとすれば，p (£：—ん )S O が成立して 

しまい，これはA 2 に反するからである。 このとき，A 1 より明らかに（2 ) が成立するような（ふ 

w ) の組み合わせが存在する。さらにそのような i q，w) は有界である。 なぜならば，（2) におい 

て少なくともひとつ等式が成立しているからである。 したがって，（2) を少なくともひとつの等式 

とともに満たすようなすベての i q，w ) にたいして，屮S び（/ = 1 ，2 , …… ，n ) か つ w S o なるびが 

存在する。さてこのとき，上のようなすべてのCq, w ) は，競争均衡レンタルと賃金率の候補と考 

えられるが，このような（分，w) を要素として持つ凸でコンパクトな集合Q をつくることができる。 

すなわち

Q = K q, i = l，2 , ........，n かつ O S w S び}

Q の作り方から， w次元価格単体とQ との直積尸71x Q をつくると，すべての競争均衡価格は，こ 

の直積集合の要素であることがわかる。また，

Cew , 0 , .......，0) G '= l，2 , ........，n)

も尸 71x Q に属していることに注意する。

2. 6 次に消費と労働供給について考えよう。消費は，勞働者の所得すなわち賃金所得より生じる。 

我々は，簡単化のために労働者は貯蓄しないものとし，w/s すべてを消費に回すものとしよう。そ 

して消費は価格と賃金率とに依存するものとする。このとき，労働者の消費関数は c e p ,  w) と書 

くことができるが，この関数に関して以下の仮定を採用する。

A 3 べクトル値関数CQ), w ) は P nx Q の上で定義され，非負かつ連続である。

勿論この消費関数は所得制約式pCCp,  w~) =  wls を満たさねばならない。この仮定は純粋な資本財
( 3 )

がないことを意味している。この仮定は， Bidard and Hosoda (1987) で行なったようにゆるめる 

ことができるが，ここではこの仮定を採用することにする。

一方労働供給関数に関しては，以下のような仮定を採用する。

注 （3 )  Morishima (1969，pp. 100 -1 01)を見よ。



A 4 労働供給関数K p ，ui) は P nx Q の上で定義された非負かつ連続な関数である。さらに， 

I'Cp, I V )はがゼロの時，そしてその時に限りゼロである。

2. 7 資本ストックベクトルは所与であり正であると想定される。資本ストックベクトルが正であ 

るという仮定は，A 1 で行列5 について採用した仮定，すなわち5 のいかなる行も少なくともひと 

つは正の要素を持つという仮定に対応している。前にも述べたとおり，この仮定は容易に弱めるこ 

とができる。

また，資本減耗はモデルに簡単に取り込むことができるが，ここでは表現を複雑化させないため 

に資本減耗を無視する。

資本家については，利潤所得を貯蓄し，より多くの利潤を獲得するために投資するような人々と 

して考える。その極端な表現は，資本家は所得をすべて貯蓄に回すという想定である。つまり資本 

家の消費は無視しうるほど小さいと仮定するのである。資本家の消費を入れても以下の結論にはほ 

とんど影響しない。

資本家はその利潤所得をすべて貯蓄するという仮定から，貯蓄額は S = q K と表すことができる。 

我々は，資本家は資本財の価格と資本用役の価格にしたがって資本財を購入する（資本蓄積を行なう） 

と仮定する。そして資本蓄積は次の式で表せるとする。

J K = 0 C p ,  q )S = 0 C p ,  q ) q K

つ ま り は ，資本家がかれらの貯蓄を資本財の購入に配分するw次元のべクトル値関数であると解 

釈される。0 は，次の仮定を満たすものとする。

A 5 q ) は， P nx Q の上で定義された連続かつ非負の関数であり，p0Cp, q) =  l を満たす。

上の仮定の前半部分は極めて技術的な仮定である。後半部分，つまりか? (广，分) = 1 は，資本家は 

その所得をすべて貯蓄すなわち投資に回すという仮定C p d K = q K ) を意味している。

2. 8 さてこの経済の均衡は次のように表すことができる。

3 )  E x ^ A x + AKC.P, q) +  C(.p, q)

4 ) p E x  = p A x + p A K i p ,  q) + p C i p ,  q)

5 )  K ^ B x

6 )  q K = q B x

7 )  /*(/>, w ^ ^ L x



( 8 ) wlsCp, w) = wLx

( 9 )

C io)

(11)

pE ^ p A + qB + w L  

p E x  — QpA-\-qB-\-wlS)x 

夕SO, ^^0, w^O, x^O

( 3 ) - ( 8 ) の意味していることは，価格が調整して均衡では超過需要がなくなるということである。 

( 9 ) ( 1 0 ) は， 価格と費用の閨係を表している。もし生産額よりも生産費用の方が大きいような生 

産過程があれば，その生産過程は均衡では稼働されない。

上の，（3 ) - ( 1 1 )は行列表示で次のように書かれる。

(12)

(14)

(14)

(15)

E - A  \ j AK +  C  \

—B x > -
- L \ -[S ノ

E - A  \ / A K + C

—B x = C p ,  q, w ) —K

- L  ノ \  - I s

(16) p^O, a^O,

3 均衡解の存在証明

3 . 1 この節では，不等式体系（12〕- ( 1 6 )が解を持つことを証明する。この目的のために，まずは 

じめに我々は ip, q, w ) の定義域を尸 " X Q e に制限して考える。こ こ で は ，充分に小さいs 

にたいして次のように定義される。

Q^={(.q, w^)^Q\0<s.^ai i=\, 2，.........，n かつ  0 < e S w }



さ て か ら 任 意 の （久 q, w )を選ぶとする。pdE_A) は少なくともひとつ正の要素を

持っている。A 1 の仮定よりな万+ 如乙は正であるので， 以下の不等式で少なくともひとつの生産 

過程において厳密な等式で成り立つようにスカラ一 Zを決めることができる。すなわち

(17-1) pCE—A')^tCqB+wL')

(17-2) p [ E - A ] i = K q B i - w L d  (少なくともひとつのについて）

こ こ で ル や 及 は 4 や5 の第番目の列を表している。また U はムの第 f 番目の要素を表して 

いる。明らかに { は （{ ，q, w ) の関数であり， しかも連続である。したがって， t (j), q, w) と表 

現することにする。このとき，（p，q, w ) と tQ),  q, w ) は行列不等式（14) を少なくともひとつ 

の等式とともに満足している。作り方からCtg, t w ) はQ に入っていることに注意しておく。

次に，以下の式に注目しよう。

(18) tqB x ,Jr t w L x ' = t q K  + t w l sQp, tw)

上の左辺は， レンタルと賃金率がQq, t u i )だった場合の資本財と労働に対する総需要額の合計， 

右辺はそれらの総供給額の合計を表す。（我々は，（1 8 )において意図的にf を落とさない0)
iq,  w ) は正のベクトルであるから，（1 2 )の右辺は正である。ベクトルヴ5 , 如乙もA 1 の仮定か 

ら正である。そうすると，m次元単体に属するいかなる半正のa;に対しても，ス カ ラ 一 のみが存在 

して h x が （1 8 )を満たすようにすることができる。このとき我々は，FCp，q, w ) を次のように 

定義できる。

F ( p ,  q, w ) =  { h x \ x ^ R +  で，x ’= h x  は （1 8 ) を満足する。}

上の議論より我々はF i p ,  q, w ) が空でないことを知っている。さらにこのF に関して次のことが 

成り立つ。

補助定理 1 F :  P nx Q ^ R + は連続対応であってその像はコンパクトである。

証 明 i tq, t w ) は有畀な茱贪Q に属するから， に属するいかなる {q, u f ) に対しても (18) の 

右辺は有界である。したがってF ( Q e) もその作り方から有界である。さて，点 列 取 ，如,}と 

{xk} が Xk^FCpk, qk, w D を満足しながら，それぞれ (pa, qo, w o ) と に 収 束 し た と し よ う。 

Zは （/)，q, u i ) の連続関数であるから， tk = t  Cpk, qk, W k )は t (_p0, q0, w o ) に収束する。

{tkqkB+tkWkL')xk=  UqkK +  tkWklsCpk, t/cWk)

がすべてのんについて成立しなければならないから，/s の連続性より

(.togoB +  toWoL)xQ= t _ K  +  toWols(po, toWo)

—— 8 3 ——



の成立することが保証されるが，こ れ は が 尸 0>0, 仍，Wo) に属することを示している。 したが

って， は優半連続である。

次に，点 列 {/>*, qky W k )が （タo，qo, w o ) に収束するとし，XoE FCpo, go, w o ) であるとしよう<> 
すると次の式が成り立つ。

qoBxo+ WoLxo=qoK+ wols Cpo, wo) 

x 0 は半正のべクトルであるから，スカラ一hk が存在して

qkBChkXo) +WkL(.hkXo) = qkK+wJKpk, tkWk)

がすべてのんについて成り立つ。 Xk= h k X oと む を 定 莪 しよう。このとき，Xn^Fipk ,  qk, w D で 

あり，Ar^ooのときれ一>尤0 となる。 したがって，F Q}，q, W ) は劣半連続となる。

(証明終わり）

3. 2 さて，UQ>，q, w,  X)，U*Cp, q, w) そして YCp,  q, w~)を次のように定義しよう。

U i p ,  q, w, x ) = \ _ p  CE—A ) —t Cp, q, ui) C q B + w D I x  

U K p ,  q, =  M ax[£/(/>，q, w, x~) \x^FCp,  q, w)]

Y  Cp, q, w)  =  { x ^ F C p ,  q, w)  I U Cp, q, w, x') =  U*Cp, q, w)}

0 • に属する u>，q，W ) が与えられたとしてみよう。このとき，半 正 の ベ ク ト ル (m 次 

元単体）で， [ p ( E —A ) —t (p,  q, w)  ( , q B + w L y \ x 0= { ) となるものが存在する。すると，適当に 

正のスカラーみをとると，》= 細 0 が （1 8 )を満たすようにすることができる。 [ p C E - A ) - t C p ， 

q, w)  CqB-\-wL^)]は， 正の要_ を持っていないから， は Y Cp，q, w ) に属する。明らかに， 

U K p ,  q, x ) は常にゼロである。

ここで簡単にF ( 久 q, w ) が何を意味するかについて述べておこう。まず始めに我々は，（/»，q， 
M；) を尸 71X Q «から選んできた。そして，（2) が少なくともひとつ厳密な等式とともに成り立つよ 

うに i tq，加）を決めたのであった。次に我々は，仮に資本レンタルと賃金率が句，加であるとき 

に，純生産物価値が利潤と賃金とに帰属するように生産プロセスの稼働水準を決めたのであった。 

この意味で，Y i p ,  q, w ) に属するどんなアクティビィティ一•べクトルも均衡アクティビィティ 

一 •べ ク トルの候補であり，同様に { tq，t w ) は均衡資本レンタルと賃金率の候補である。 我々は 

実際にそれらのうちの少なくともひとつは均衡アクティビィティー•ベクトルおよび均衡資本レン 

タルと賃金率になっていることを示す。

対 応 YQ) ,  q，w ) は，次の性質を持つ。



補助定理 2 Y ： P nx Q ^ R l は非空凸そしてコンパクトの価をとる優半連続な対応である。

証明ベルジュの最大値の定理の前提がすべて満たされるから，優半連続性の性質は明らかである。 

，(ベルジュ 1963，p .116を参照。）Y ip ,  q, w ) のコンパクト性と凸性は明らかである。

(証明終わり）

3. 3 P nX Q ( に属するす べ て の Cp, q, w) に対して找々は均衡アクディビィティ一•ベクトル 

の候補を得たわけであるが，このベクトルについて仮想的な需要を次のように定義できる。消費需 

要を CQ),  t w ) , 投資需要を dKXp,  tq) =  OQp, tq) i t q K ' ) とする。ここで，p C  ip ,  tw)  =  t w l K p， 
tw'), pOQp, tq) =  \ が成立している。仮想的な総需要は， _A;c+C(/)，tw^+AKQp,  t q ) と表され 

る。このとき， 尸71X Q ex r ( / > ，q, w~)に属する Q)，q, w, x ) に対して超過需要を次のように定 

めることができる。

超過需要対応は，こ の と き q, w')=zCp, qt w, Y ( p ,  q, w ; ) )として定義される。我々はこの 

超過需要対応に関して次のことを証明できる。

定 理 1 P nX Q .-^ R 2n+lは，非空， コンパクト，凸の値を持つ優半連続な対応である。

証 明 優半連続性は，補助定理 2 よりただちに得られる。 コンパクト性と非空性は明らかである。

3. 4 均衡点の存在証明をするために，次の補助定理が必要であるが，これはゲール= 二階堂= デ 

プリュ 一の補助定理の拡張版にほかならない。

補助定理 3 (ゲール= 二階堂= デブリュ一）

対応Z •• D C R い R k が次の性質を満足するとする。

(i) Z)は非空，凸，かつコンパクトである。

(ii) Z ( / 0 は非空，コンパクト，凸であって，Z は優半連続である。

■ ZHこ属するすべての/)についてタZ O O S O がなり立つ。

このとき，グ 2 * e Z ( /> * )が存在して，パ已の。となる。ここで，の0 はのの極錐つまりZ)0
( 4 )

=  U\sTD^Q} である 0

凸性は，YCp,  q, w ) の凸性より得られる。 (証明終わり）

注 （4 )  a を《次元の列（行）べクトルとする。このときa r によって，われわれはg の転置行列を表す。



証明 Debrue (1959, p. 8 2 )を見よ。 ( 証明終わり）

このとき我々は（1 2 ) - ( 1 6 )の体系が解を持つことを示すことができる。 すなわち次の定理を証 

明できる。

定 理 2 不等式体系（1 2 ) - ( 1 6 )は解を持っ。

証 明 （i) P " X Q S から任意の（九 q, w ' ) を選ぶとする。簡単な計算によって次の式を得る。

(.p, q, w)  z  (.p, q, w, x~)
=p0( .p ,  tq )O qK ^ )+ p C Cp, tw)  —pQE—A ) x  — q K + q B x —wls(ip, tw~) +  wL x  
= —p { [ E —A \ x —0Qp, t q ) ( j q K )  — C( ip，tw)}  ( ( 1 8 ) による）

= —{p\_E—A\  —tqBx — twLx]  ((18) と pOCp，tq) =  l による）

= _  {p\.E— —tQqB+wIS)} x
= 0  (す べ て の q, w ) について）

ここでZは，，（/ )，な，w ) によって定義されている。 これでワルラス法則の満たされていることが 

わかった。 P nx Q s- ^ R 2n+1は，補助定理3 の前提のすべてを滿たすから. （か，か，w d G P n乂 

Q , とゐ= 2 ( か，qe, We, X e )が存在して2：(か，中，Ws, Xe)^ [ P nX Q J ° となる。ここで，ル は F  
(か，qe, w . ' )に属し， l P nx Q } 0 は の 極 錐 を 表 す 。

( i i ) ここで e - > 0 としよう。つ く りかたから点列{か，q„ w , } は， コンパ ク トの集合P nX Q の中 

にいる。更に我々は， {ぬ} もあるコンパクト集合の中に留まることを次のようにして確認できる。 

⑴における推論より，次のことが成り立つ。

なぜならば (p ,，ee?+1) は 尸 71 X Q に属し，ル は Y Q h ,  qe, w O に属するからである。次の式が 

成り立つことに注意しよう。

( J s f W e )  Z  K .ps y Qiy W e，X s )

= pe0Q pe， tsQs) ( .̂tsQsK') "t-pe C  Qpe, tsWe) —peQ E_  A )X e  

- 0

したがって，次の式が成り立つ。

(か，£er+1) 2 Cps, qe, W e ,  X e ) ^ 0

(か，ee?+1) z  (か，み，w ” Xs)
=  pe0Qpe, ムな0 ( , ゆ / 0 + か C ( か，tsWe)—ps(.E—A )x s

—— 8 6 ——



しかしこれは次の式を意味する。

enT+1〈^  y ^ e nT+1[̂  尸

したがって，われわれは：Ceが或るコンパクト集合の中にあることを知る。よって {か，の，M；りX«} 
は或コンパクト集合の中を動き，このことから集積点（カ0 ,《0, W0,》0 ) があることがわかる。ここ 

で {か:，qk, iVk, X k )を，（A), qo, Wo, X o )に収束する {か，qs, We, x t] の部分列とする。 tkWk} 
もコンパクト集合Q の中にあるから，この点列も収束すると考えてよい。（実際部分列の部分列を 

取ればよい。） このことから，limfc-0 0 (か:，qk, tkWk) C.tkqkK'), lin u -oC (か:，tkWk) ともに意味があ 

り， したがって2(/>o，go, wo, X o ) も定義されることがわかる。結局次のことが成立する。

2 (^ 0，<7o, Wo, n  { r x  Q J 0=  { P nX  Q } 0o>o

(iii) すべてのんについて

pk(.E—A')^tk( .qkB+wkL')

が成り立たねばならないから，^ 办， ともにゼロに収束することはない。（なぐ* は w次元べクト 

ルであることに注意。） したがって， tkWkがゼロに収束するとき，Oicqk/tkWid =  qk /wicは無限大に 

発散しない。さ て x k は F i p k, qk, Wk) に属するから

K q kB+WkL')/  { q k K + w d sipk,

が成立するが， こ の れ の 係数は今述べたことから無限大に発散しない。 このことは，ル が ゼロ 

に収束しないことを保証する。つ ま り， ネ0 である。

(iv) Cew , 0 , ……，0 ) は尸 rex Q に属するから，すべての / = 1 ，2 , ……，n について

(e(i), 0, .......，0) 2 (力。，Qo, Wo,丨。）$ 0

が成り立つ。よって次の式が成立する。

(19) ( E —^4)x0^ lim t-，o 0Qpk, qk tkWk) itkqkK~)+ CQpk, tkWk)

(i)における推論から，

(2 0 ) p o C E — A ) x 0=po'limk->o 0C pk, qk, tkW k )( .tk q u K )+ p o 'lim *-oC  Cp k, tkWk)

が成り立たねばならないことはわかっている。 よって，（19) は少なくともひとつ等号で成り立た 

ねばならない。 その等号が第 f 財について成立したとしよう。（e(i)，6eu \  0) C j = l ,  ，w) と

(ew , 0 , ……，0 , のは十分小さいタに対してP nx Q に入っているから，すべてのプ= 1，



について

Ceco, dew , 0) z  {po, q0, wo, x 0̂ )^0 
(eco, 0，.......，0, d) z  Cpo, qo, wo, Xo)^0

が成り立つ。このことから我々は，以下の不等式が成り立つことを知る。

(21) B x o ^ K

L »0^linifc-.o iKpk, tkWk)

(v) ここで pQ=p*，limfr-m tkqk =q\  limk-,0 tkWk=w*, x 0=x*  とおく。 いまこの（グ，q ,  w*, f )  
にたいして（1 2 ) の成立することを確かめた。⑴ よ り （1 3 ) の成り立つことも明らかである。また 

作り方から，（14) ( 1 5 ) も当然成立する。 これによって，（ダ，ゲ，w \ ビ）が求める解であること 

がわかった。 （証明終わり）

3. 5 上の証明から，ただちに次の結論を得る。

定 理 3 均衡における賃金率及び純国民生産物の価値は正である。

証 明 ゴ 关 0 と （2 1 ) の第2 番目の不等式から

Q < L x * ^ l K p \  w*)

が成立するが，A 4 より？(；• が正であることが保証される。 （証明終わり）

さて与えられた資本ス ト ッ ク の 大きさが十分大きいと想定してみよう。直感に従えば，資本のレ 

ンタルはゼロとなると思われる。これは実際正しい推論である。

定 理 4 もし I Q が十分大きければ，それに対応する資本レンタルq i はゼロである。

証 明 / s*=M ax Is Cp, w ~ )と置く。ここで Is の定義域は， P nX Q である。P n\ Q はコンパクト 

であり. K p ，w ) は連続であるから，もちろんK p ,  w ~ )は P X Q 上で最大値を持つのである。 

L は正のべ ク ト ル で あるから，

X a= { x ^ R ^ \ L x S m

は有界である。 したがってべクトルK ' が存在して，石に属する a;に対して

(22) B x ^ K ' および B i X くK /

となる。均衡アクティビィティ一 • ベクトルは（2 1 ) を满たすから， X 。に属する。 よ っ て 疋 を



K i'以上にとれば q: はゼロとなる (証明終わり）

貯蓄に関して我々が採用した仮定が妥当するかぎりにおいて，定理 4 は資本蓄積の必然的な帰結 

を表している。我々の仮定のもとでは，資本に対するレンタルが正であり，利潤所得があるかぎり， 

資本家は貯蓄して資本蓄積を行なう。資本ストックは増加し続けるであろう。 しかしながらすべて 

の資本ストツクが十分大きくなった段階で， レンタルはゼロに涓滅してしまう。労働供給の制約の 

方が，資本ストックの制約よりもきつくなってしまうからである。労働供給関数が変わらないかぎ 

り，もはや資本家は利潤所得を得ることができず，国民純所得は賃金として労働者に分配されてし 

まうのである。この段階ですベての資本蓄積は止り，経済は定常状態に達する。これは，古典派の 

経済学者が想定した状態そのものである。

しかしながら，長期にわたっては労働供給関数はその形を変えるであろう。またそれと同時に， 

資本家は利潤の低下をくいとめるために，労働係数のより小さい，新しい技術を開発するよう努力 

するであろう。どちらにせよ，資本家が消滅する世界を考えることは困難である。

4 お わ り に

我々は，資本家はもっぱら資本蓄積のみに関心を持ち，労働者はただ消費するという仮定のもと 

で，非集計化された資本主義市場経済における均衡点の存在証明を行なった。このモデルは，資本 

ストックと結合生産が陽表的に取り入れたという意味において，Kurz (1 9 8 5 )のモデルの拡張とみ 

なすことができる。ここでは， 労働供給関数が入っているからすべての変数は確定する。 一方， 

K u r zモデルでは自由度が1 となっており，この点も異なる。

すでにいくつかの論文で指摘されているとおり，多部門成長モデルでも，ゲール= 二階堂= デブ 

リュ一の補助定理は，極めて有用である。（Bidard & Franke (1987 a, b), Bidard & Hosoda (1987) 
を参照。）通常の多部門成長モデルは，一般均衡モデルの特殊ケースと考えられるから，この補助定 

理を多部門モデルに応用することは極めて自然な試みといえるであろう。この論文の狙いのひとつ 

も，まさにこの点にあったのである。
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